
2

2006.10

　世界の半導体産業が地殻変動を起こしている。これまで，成長を続けてきたパソ

コン用MPU市場がパソコンの成熟と価格競争の激化から，伸び悩み傾向を鮮明と

する一方，NANDフラッシュ（DRAMと違い電源を切っても記憶が消えない半導

体メモリー）やプレミアDRAM（携帯電話用などに開発された汎用DRAMより価

格の安定しているDRAM）などの成長から，メモリー市場の回復が鮮明となってい

る。

　我々の見通しでは，世界のMPU出荷額（ドルベース）は2006年に前年比減少し，

2007年，2008年も小幅な成長に留まる一方，世界のメモリー出荷額（同）は2006年

に勢いを増し，2007年，2008年と二桁成長が続く見通しである。特に，メモリー市

場を牽引しているのが，デジカメ，携帯音楽プレーヤー，携帯電話向けに急成長す

るNANDフラッシュで，2005年から2008年の３年間で，2.3倍の高成長が見込まれ

ている。

　こうした市場動向は，MPUを主力とするインテルの苦境とNANDフラッシュを

得意とする東芝，プレミアDRAMの好調なエルピーダメモリ（日本電気と日立製

作所のDRAM事業を母体に三菱電機の当該事業も合流）の回復と表裏をなしてお

り，この好不調は株式市場での評価にもはっきりと表れている。

　それではなぜ，日本の半導体産業は復活の動きを見せ始めたのか。理由は二つで

ある。第一は，2000年前後から起きたDRAM事業撤退並びに統合効果である。80

年代に世界最強を誇った日本の半導体産業も2000年には競争力の劣化がはっきり

し，大規模な再編へと進んだ。

　第二は，経営革新と思い切った設備投資行動である。東芝は汎用DRAMから撤

退する一方，経営資源をNANDフラッシュに集中させ，技術開発の強化と思い切っ

た設備投資に打って出た。また，エルピーダメモリは経営体制をスピード重視の新

巻頭言

地殻変動を起こす半導体産業
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体制に一新し，携帯電話向けのプレミアムDRAMの製品開発で先行した。また，上

場を機に，300ミリウエハの最新鋭設備投資を加速させた。

　こうして立ち直りを見せる半導体事業に加え，薄型テレビ事業も，上位企業に関

しては，好調である。今年春号の巻頭言「スマイルカーブに挑む大手電機」で述べ

た「薄型テレビのビジネスモデルは PCとは違い，ブランド力と（薄型パネルや半

導体と言った基幹部品を内製する）垂直統合モデルが支えとなり，（薄型テレビの）

利益率は PCよりも良い。これらを手がける大手電機に注目できる」との予想は，

半年経って，ほぼ達成されてきている。

　もちろん，大手電機の中でも業績回復が十分でない企業があることは否定できな

いが，かなりの企業が選択と集中に成功してきていることは今日はっきりしてきて

いる。その意味では，大手電機の経営について，相変わらず否定的な論評があるが，

必ずしも正しいとは思われない。

　結論として，グローバルに成長する自動車産業に続き，電機産業の重要な事業が

再生してきていることは，産業全体の成長力を底上げすることになろう。なぜな

ら，半導体や液晶，PDPなどの事業は，材料，製造装置の川上，川下への波及効果

も大きいからだ。

　時あたかも，「改革なくして成長なし」の小泉政権から，「改革を継続し，より一

層の成長重視」の安倍新政権に変わる。財界関係者も今までの改革の成果を点検し，

次の成長に向け，想を練る秋としたい。

 （野村證券金融経済研究所長　海津政信）


